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新潟港の現状

1

● 太平洋側の大規模災害に備えた代替機能
（同時被災しにくい日本海側に立地、交通アクセス良好、太平洋側との天然ガス輸送用パイプライン）

● 豊富な輸入ＬＮＧ取扱実績、周辺地域に大規模火力発電所やエネルギー産業、化学産業等が集積
● 岸壁近接地に工業用地としての活用が期待される広大な土地が存在

特 長

今後工業用地として
活用が期待（ＣＮ燃料
供給拠点の形成等）

大規模火力発電所、石油･天然
ガス関連産業、化学産業が
集積するエネルギー拠点

人流中心の西港
・佐渡航路
・長距離フェリー
航路

西港区 東港区

海洋再生可能エネル
ギー発電設備等の建設･
維持管理拠点を形成

物流中心の東港
・輸入ＬＮＧの取扱実績
・本州日本海側最大のコンテナ
取扱貨物量

新潟港

本州日本海側の
中央部に立地

交通アクセス良好
（充実した高速道
路網、首都圏まで

300km程度）



カーボンニュートラルポート形成に向けた方向性
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(1) 次世代エネルギーの日本海側拠点の形成（立地等による優位性を活かし、直江津港と連携して輸入拠点を形成）
(2) 港湾エリアを起点とした脱炭素化の推進（港湾機能、港湾を経由する輸送、隣接エリアの脱炭素化を促進）
(3) 新潟カーボンニュートラル拠点開発・基盤整備戦略の実現

官民連携による港湾の脱炭素化促進に向けた方針

● 新潟港の温室効果ガス排出量は約290万トン
（2019年度推計値）

● 2030年度に約180万トンまで削減を目指す
（2013年度比▲46％）

● 2050年度に排出量実質ゼロを目指す

温室効果ガス排出量推計・削減目標

● 新潟県内港を経由して供給される可能性のある
次世代エネルギー需要推計（2030年度）
※計画対象範囲における需要＋新潟県内港を経由して供給
される可能性のある広域需要の合計（新潟県推計）
※関係者と具体的な調整がなされたものではない

水素 約 17万トン
燃料アンモニア 約 163万トン

次世代エネルギー需要推計

● 港湾オペレーションの脱炭素化
（ハイブリッド型荷役機械､脱炭素電力の導入）

● 再生可能エネルギーの供給拡大(ﾊﾞｲｵﾏｽ､洋上風力)
● 火力発電所の脱炭素化(水素混焼実証）
● CCUS※関連技術の活用に向けた調査・実証

※二酸化炭素回収・有効利用・貯留
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2030年度 2050年度

温室効果ガス排出量
（万トン）

2013年度比

▲46％

（実質ゼロを目指す）


